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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次　

第10期

第２四半期

累計期間　

第11期

第２四半期

累計期間　

第10期

会計期間　
自平成22年10月１日

至平成23年３月31日　

自平成23年10月１日

至平成24年３月31日

自平成22年10月１日

至平成23年９月30日

売上高 （千円） 1,265,455 1,342,433  1,992,470

経常利益 （千円） 713,173 649,979 967,991

四半期（当期）純利益 （千円） 416,327 377,983 557,459

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 332,905 334,105 334,105

発行済株式総数 （株） 1,231,300 7,411,800 2,470,600

純資産額 （千円） 1,815,300 2,163,859 1,958,833

総資産額 （千円） 2,680,815 10,801,274 6,589,604

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 56.36 51.00 75.46

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 53.44 48.92 71.71

１株当たり配当額 （円） － 5.00 70.00

自己資本比率 （％） 67.7 20.0 29.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円）　 1,522,718△2,522,496△1,679,449

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円）　 △66,326 △26,455 △71,415

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円）　 234,047 3,176,431 3,493,442

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 2,174,323 2,854,078 2,226,322

回次　

第10期

第２四半期

会計期間　

第11期

第２四半期

会計期間　

会計期間　
自平成23年１月１日

至平成23年３月31日　

自平成24年１月１日

至平成24年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.11 48.03
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　（注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３． 持分法を適用した場合の投資利益につきまして、第10期第２四半期累計期間及び第10期は、関連会社がない

ため記載を省略し、また、第11期第２四半期累計期間は、関連会社はありますが、その損益及び利益剰余金そ

の他の項目からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。

４． 当社は、平成23年４月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を実施し、また、平成23年11月１日付

で、普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。

５． 第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年

６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平

成22年６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  

平成22年６月30日）を適用しております。この適用により、平成23年４月１日および平成23年11月１日に

行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。　　

　

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。

　なお、当第２四半期累計期間において、Ｍ＆Ａ仲介業は、Ｍ＆Ａアドバイザリー業に名称変更しております。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は以下のとおりであります。な

お、変更箇所を下線で示しております。また、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において、当

社が判断したものであります。　　

(7）資金調達に関するリスク

　当社は、当社子会社（ＳＰＣ）に係る匿名組合契約に基づく権利を、投資家にこれを譲渡することを前提に一時

的に取得する場合があり、その取得資金は、自己資金による他、借入等の資金調達によっております。資金調達は、

株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするコミットメントライン契約に基づく借入金（平成23年10月契約）、

株式会社みずほ銀行とのコミットメントライン契約に基づく借入金（平成24年１月契約）、その他当座貸越契約

を含む各金融機関からの借入金によっております。当第２四半期会計期間の末日現在で、コミットメントライン契

約及び当座貸越極度額の総額は、72.5億円で設定しており、これらの契約の大部分は、その契約期間が概ね１年で

す。世界経済の悪化等何らかの理由により、コミットメントライン契約及び当座貸越契約を更新できない場合、ま

たはその他の借入を実行できなくなった場合には、当社にとって必要な資金をタイムリーに調達できなくなるこ

とから当社の業績に影響を与える可能性があります。　

　

(9）財務制限条項について

　当社のコミットメントライン契約及び借入契約には、財務制限条項が付されているものがあり、当社の業績が悪

化した場合には、財務制限条項に抵触し、借入について期限の利益を喪失する可能性があります。期限の利益を喪

失し、一括返済が求められた場合、当社の事業運営に重大な影響を生じる可能性があります。　

　平成23年９月末現在、財務制限条項が付されている借入は以下のとおりであります。

コミットメントライン契約(借入極度額30億円）に付されている財務制限条項

① 平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における単体の貸借対照表に記載

される純資産の部の合計金額を、平成21年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。　

② 平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における単体の損益計算書に記載

される経常損益を損失としないこと。　

なお、当第２四半期会計期間の末日現在では、以下のとおりであります。、　

①　コミットメントライン契約(借入極度額44.5億円）に付されている財務制限条項(平成23年10月契約）

(ⅰ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における単体の貸借対照表に

記載される純資産の部の合計金額を、平成22年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産

の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における単体の損益計算書に

記載される経常損益を損失としないこと。　

②　　コミットメントライン契約（借入極度額15億円）に付されている財務制限条項（平成24年１月契約）

(ⅰ) 平成24年１月以降の各事業年度における単体決算（第２四半期決算を含む）において、純資産の部の金

額を平成23年９月期決算における純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成24年１月以降の各事業年度における単体決算（第２四半期決算を含む）において、経常損益を黒字

に維持すること。　

③　当座貸越契約（貸越極度額５億円）に付されている財務制限条項(平成23年11月契約）　

(ⅰ) 単体の各年度の第１四半期、第２四半期、第３四半期及び本決算期の各末日における単体の貸借対照表の

純資産の部の金額を、平成23年９月の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維

持すること。　

(ⅱ) 単体の各年度の第２四半期及び本決算期の損益計算書における経常損益について損失を計上しないこ

と。

(12）代表取締役社長への依存及び当社の事業推進体制について

　当社の代表取締役社長である谷村尚永は、当社の創業者であるとともに、設立時より最高経営責任者であり、ま

た、当第２四半期会計期間の末日現在、当社の発行済株式総数の62.39％を保有する大株主であります。同氏は、オ

ペレーティング・リース事業の組成・販売に関する豊富な経験と知識や、取引先、投資家等各分野に渡る人脈を有

しており、また、経営方針や事業戦略等の立案及び決定を始め、当社の事業推進の中心的役割を担っていることか

ら、当社における同氏への依存度は高いものとなっております。

　このため当社では、取締役会や社内会議において、役職員の情報共有や経営組織の強化を図り、同氏に過度に依存
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しない経営体制の整備を進めております。しかし、現時点においては、何らかの理由により同氏が当社の経営者と

して業務執行が困難となった場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析　　　　

売上高　

（タックス・リース・アレンジメント事業）

　当第２四半期累計期間における世界経済は、米国経済に回復の兆しがみられるものの、欧州債務問題等により、

金融資本市場の不安定な状況が継続しており、また日本経済も、東日本大震災の影響、世界経済の不安定化、円高

の長期化等により、厳しい状況が継続しております。

　このように厳しさのある経営環境ではありましたが、当社は、より一層の信用力の向上を図るため、平成23年10

月３日に東京証券取引所市場第二部に上場を果たしました。

　また、オペレーティング・リース事業の組成面につきましては、その組成能力の強化を図るため、組成部門の人

員強化を行い、欧州の一流航空会社を含めた海外賃借人の新規開拓を行いました。さらに資金調達力を向上させ

ることで、リース事業組成時の匿名組合契約に基づく権利（出資金）の立替能力を拡大し、組成金額の拡大につ

なげました。具体的には、信用力向上を背景に、取引金融機関数を増加させた他、前事業年度末時点で30億円で

あったコミットメントライン契約に係る資金調達枠を、当第２四半期末時点で、当座貸越極度額も含めると、72.5

億円まで拡大させました。

　これらの施策の結果、オペレーティング・リース事業の組成金額は、34,357百万円(前年同期比126.8％増）とな

り、前年同期を大幅に超える水準となりました。

　匿名組合契約に基づく権利の販売面につきましては、営業部門の人員強化、紹介者との提携強化による販売ネッ

トワークの強化を行いました。特に紹介者との提携強化につきましては、従来からの会計事務所に加えて、地方銀

行、証券会社からの紹介実績が拡大しております。

　これらの施策の結果、法人税率の引き下げを背景とした旺盛な投資家需要があったこともあり、第３四半期以降

に販売予定であった匿名組合契約に基づく権利を前倒しで販売するなど、その販売額は、8,959百万円（前年同期

比6.8％増）と極めて好調に推移しました。

　上記の結果、タックス・リース・アレンジメント事業の売上高は、1,283百万円（前年同期比2.2％増）となりま

した。　

（その他事業）

　タックス・リース・アレンジメント事業以外のその他事業の売上高は、人員強化・提携推進等の各種施策の効

果により、59百万円（うち保険仲立人業50百万円）と前第２四半期累計期間の10百万円から増加しました。　

(注）その他事業には、保険仲立人業、Ｍ＆Ａアドバイザリー業、金融商品仲介業、銀行代理業等が含まれます。当第２四半期累計期間よ

り、Ｍ＆Ａ仲介業は、Ｍ＆Ａアドバイザリー業に名称変更いたしました。　　

　上記の結果、当第２四半期累計期間における売上高は、1,342百万円（前年同期比6.1％増）となりました。　　

売上原価　

　売上原価につきましては、紹介者への支払手数料が146百万円（前年同期比1.0％減）、リース事業の組成金額の

拡大に伴い、組成コストが41百万円（前年同期比75.3％増）となったことから、188百万円（前年同期比9.6％

増）となりました。　
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販売費及び一般管理費　　

　販売費及び一般管理費につきましては、将来の業績拡大のための人員増強に伴う人件費の増加、東京証券取引所

への新規上場関連費用の負担等、先行投資的な費用負担があったこと、また、業容拡大に伴う費用増加があったこ

と等から、452百万円（前年同期比35.0％増）と大幅に増加しました。　　　

営業利益　

　上記のとおり、先行投資的な費用を含む販売費及び一般管理費の増加額が、売上高の増加額を超過したことか

ら、営業利益は701百万円（前年同期比7.5％減）となりました。　

営業外収益／営業外費用　

　営業外収益は、主に投資家から収受している商品出資金の立替利息である受取利息が37百万円（前年同期比

243.6％増）となった他、為替差益12百万円（前年同期0百万円）の計上等により、51百万円（前年同期比278.8％

増）となりました。

　営業外費用は、商品出資金の増加に伴い、資金調達額が増加したことにより、支払利息が50百万円（前年同期比

845.4％増）となった他、シンジケートローン手数料を含む支払手数料52百万円（前年同期比1.3％増）の計上に

より、103百万円（前年同期比75.0％増）となりました。　

経常利益／四半期純利益　

　上記の結果、経常利益は649百万円（前年同期比8.9％減）、法人税等を控除した四半期純利益は377百万円（前

年同期比9.2％減）となりました。　　

(注）当社の事業セグメントは、単一セグメントとしておりますので、上記の売上高については、事業セグメント別ではなく、提供する

サービスで区別した事業別に記載しております。　　　　　　

(2) 財政状態の分析　 

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ、4,211百万円増加し、10,801百万円となりました。こ

れは主に、資金調達力の拡大を背景に、組成を積極的に進め、商品出資金が、3,328百万円増加したことによるもの

であります。

　負債合計は、前事業年度末に比べ、4,006百万円増加し、8,637百万円となりました。これは、主に商品出資金の取

得原資としての資金調達が増加（短期借入金が2,963百万円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

が443百万円増加）したことによるものであります。

　純資産合計につきましては、前事業年度末に比べ、205百万円増加し、2,163百万円となりました。これは主に、四

半期純利益377百万円を計上したものの、前事業年度末を基準日とする配当の実施により172百万円減少したこと

によるものであります。　　　

(3) キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期累計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べて627

百万円増加し、2,854百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　主に商品出資金の取得が増加したことから、営業活動において使用した資金は2,522百万円(前年同期は、主に商

品出資金の販売により、1,522百万円の資金収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　主にオペレーティング・リース事業を行うＳＰＣとして利用するため等の子会社株式の取得により、投資活動

において使用した資金は26百万円(前年同期は、66百万円の資金支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　主に商品出資金の取得のための資金調達が増加したことから、財務活動において得られた資金は3,176百万円と

なりました(前年同期は、234百万円の資金収入）。　　
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、前事業年度に掲げた課題のうち、ステークホルダーとの良好な関係維持について、当第２四半期累計期間

において、積極的なＩＲ活動に努めた他、株主還元策として、以下の対応を行いました。参考までに、当社の１単元

以上の株式を有する株主数を示しますと、前事業年度末の1,063名から、第２四半期会計期間末には4,480名とな

りましたが、これらの施策の効果も寄与しているものと考えられます。

中間配当の実施　

　期末配当とは別に、東京証券取引所市場第二部への上場及び当社設立10周年を記念し、株主の皆様へ感謝の意を

表するため、第２四半期末配当（中間配当）として、１株当たり5円00銭の記念配当を実施させて頂くことといた

しました。

株主優待制度の導入　

　毎年９月末及び３月末現在のそれぞれの株主名簿に記載された株主の皆様に対して、以下の条件に応じて、クオ

カードを送付させて頂くことといたしました。

　保有株式 100株以上1,000株未満（1,000円相当のクオカード １枚）

　保有株式 1,000株以上につき（3,000円相当のクオカード １枚）　

(5）研究開発活動

 　該当事項はありません。　

(6）従業員数

　当第２四半期累計期間において、業容拡大による期中採用を行ったことにより、従業員数は、前事業年度末の33

名から46名に増加しております。　

 　　(注）　当社の事業セグメントは、単一セグメントとしておりますので、セグメント別の記載は行っておりません。　

(7）生産、受注および販売の状況

  当第２四半期累計期間の状況につきましては、(1)経営成績の分析をご参照ください。　　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年５月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 7,411,800 7,411,800
東京証券取引所

市場第二部　　

普通株式は完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元株式数

は100株であります。　

計 7,411,800 7,411,800 － －

　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年１月１日～

平成24年３月31日
－ 7,411,800 － 334,105 － 284,105
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（６）【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

谷村　尚永 東京都世田谷区 4,624,400 62.39

谷村　真紀 東京都世田谷区 168,000 2.27

NOMURA PB NOMINIEES LIMITED
OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC 4R 3AB,
 UNITED KINGDOM 160,100 2.16

(常任代理人　野村證券株式会社) (東京都中央区日本橋１-９-１)　　

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１-２-10

　
89,000 1.20

渡辺　　薫 東京都八王子市　 60,000　 0.81

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１-８-11　 53,400 0.72

株式会社アール・シー・エス 大阪市北区中崎３-１-20　 31,000 0.42

阿部　　真 愛媛県今治市 30,000 0.41

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１　
27,700　 0.37(常任代理人　株式会社三井住友銀行

　証券ファイナンス営業部)
(東京都千代田区大手町１-２-３)

鈴木　久夫 東京都町田市　 27,000 0.36

計 － 5,270,600 71.11

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　　　

　 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － －  －

議決権制限株式（その他） － －  －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式）　

普通株式　　　　700
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式で

あります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,410,000　　74,100 同上 

単元未満株式 普通株式　　　1,100 － (注)

発行済株式総数 　　　　　7,411,800 － －

総株主の議決権 － 　　74,100 －

(注)　「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式２株が含まれております。
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②【自己株式等】 

　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称　　 　所有者の住所　　
自己名義所有
株式数(株）　

　　　

他人名義所有
株式数(株）

所有株式数の
合計（株）　　

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　　株式会社ＦＰＧ　　　　　　　　

東京都千代田区

丸の内二丁目３番２号 　　　

　　　　　

700　 － 700 0.01

　計　　　　　　　　 　－ 700 － 700 0.01

　　

　

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年１月１日から平成24

年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年10月１日から平成24年３月31日まで）の四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、匿名組合事業の営業者である子会社については「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第１項第２号により、連結の範囲に含めることにより、利害関係者の

判断を著しく誤らせるおそれがあると認められること、またそれ以外の子会社については、同規則第５条第２項に

より、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、同規則第５条第２項による判断に際しての資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合

は以下のとおりであります。

  資産基準　　　　　　 0.9％

  売上高基準　　　　　 0.0％

  利益基準　　　　　 △0.4％

  利益剰余金基準　　 △1.3％　

　

EDINET提出書類

株式会社ＦＰＧ(E24651)

四半期報告書

11/21



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,226,322 2,854,078

売掛金 19,040 48,637

貯蔵品 1,549 1,384

商品出資金 3,749,247 7,077,367

繰延税金資産 104,263 194,626

その他 108,614 229,220

流動資産合計 6,209,037 10,405,315

固定資産

有形固定資産 94,505 96,491

無形固定資産 1,909 1,164

投資その他の資産 284,151 298,302

繰延税金資産 26,817 24,783

その他 257,334 273,519

固定資産合計 380,566 395,959

資産合計 6,589,604 10,801,274

負債の部

流動負債

買掛金 13,704 73,848

短期借入金 3,637,800 6,601,524

1年内返済予定の長期借入金 10,164 354,656

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 229,472 366,241

前受金 461,812 735,914

賞与引当金 42,589 37,043

その他 123,604 267,332

流動負債合計 4,539,147 8,456,560

固定負債

社債 70,000 60,000

長期借入金 874 100,000

資産除去債務 20,749 20,854

固定負債合計 91,623 180,854

負債合計 4,630,770 8,637,415

純資産の部

株主資本

資本金 334,105 334,105

資本剰余金 284,105 284,105

利益剰余金 1,340,902 1,545,959

自己株式 △280 △310

株主資本合計 1,958,833 2,163,859

純資産合計 1,958,833 2,163,859

負債純資産合計 6,589,604 10,801,274
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 1,265,455 1,342,433

売上原価 171,603 188,103

売上総利益 1,093,851 1,154,330

販売費及び一般管理費 ※
 335,403

※
 452,889

営業利益 758,448 701,440

営業外収益

受取利息 10,789 37,068

為替差益 878 12,896

その他 1,954 1,641

営業外収益合計 13,622 51,606

営業外費用

支払利息 5,379 50,863

支払手数料 51,558 52,205

社債発行費 1,959 －

営業外費用合計 58,898 103,068

経常利益 713,173 649,979

特別損失

固定資産除却損 127 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,362 －

特別損失合計 6,490 －

税引前四半期純利益 706,682 649,979

法人税、住民税及び事業税 224,507 360,325

法人税等調整額 65,847 △88,330

法人税等合計 290,355 271,995

四半期純利益 416,327 377,983
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 706,682 649,979

減価償却費 10,739 8,948

固定資産除却損 127 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,362 －

社債発行費 1,959 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,846 △5,546

受取利息 △10,789 △37,068

支払利息 5,379 50,863

為替差損益（△は益） △926 △277

売上債権の増減額（△は増加） △6,828 △29,596

貯蔵品の増減額（△は増加） △419 165

商品出資金の増減額(△は増加） 1,405,662 △3,328,120

仕入債務の増減額（△は減少） 28,811 60,143

前受金の増減額（△は減少） △276,192 274,102

その他 12,336 71,674

小計 1,887,754 △2,284,731

利息の受取額 10,789 37,068

利息の支払額 △8,091 △49,683

法人税等の支払額 △367,733 △225,150

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,522,718 △2,522,496

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,893 △10,271

子会社株式の取得による支出 △43,040 △31,646

敷金及び保証金の回収による収入 194 15,633

敷金及び保証金の差入による支出 △15,586 △172

投資活動によるキャッシュ・フロー △66,326 △26,455

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 365,600 2,963,724

長期借入れによる収入 － 550,000

長期借入金の返済による支出 △26,129 △106,382

社債の発行による収入 98,040 －

社債の償還による支出 － △10,000

配当金の支払額 △153,183 △172,630

シンジケートローン手数料の支払額 △50,000 △48,250

自己株式の取得による支出 △280 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー 234,047 3,176,431

現金及び現金同等物に係る換算差額 926 277

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,691,366 627,755

現金及び現金同等物の期首残高 482,956 2,226,322

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,174,323

※
 2,854,078
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【会計方針の変更等】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

（会計方針の変更）

　１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用

　第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）及

び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用しておりま

す。

　この適用により、平成23年４月１日及び平成23年11月１日に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定し

て、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。　

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年９月30日）

当第２四半期会計期間
（平成24年３月31日）

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行とシンジケーション方式のコ

ミットメントライン契約を締結しております。この契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は以下のとおりであ

ります。　

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 1,950,000千円

差引額 1,050,000千円

　 

　なお、上記コミットメントライン契約には、以下の財務制

限条項が付されております。

①　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２

四半期会計期間末日における単体の貸借対照表に記載

される純資産の部の合計金額を、平成21年９月期末日

における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２

四半期会計期間末日における単体の損益計算書に記載

される経常損益を損失としないこと。

　

１．コミットメントライン契約等

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率

的な調達を行うため、一部の取引銀行とコミットメン

トライン契約及び当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第２四半期会計期間末の借入

未実行残高は以下のとおりであります。　

コミットメントライン及び

当座貸越極度額の総額
7,250,000千円

借入実行残高 3,764,100千円

差引額 3,485,900千円

　 

２．財務制限条項　

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率

的な調達を行うため一部の取引銀行とコミットメント

ライン契約及び当座貸越契約を締結しておりますが、

以下のとおり、財務制限条項が付されているものがあ

ります。　

①　コミットメントライン契約（平成23年10月契約、借

入実行残高　3,284,100千円）

(ⅰ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び

各第２四半期会計期間末日における単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額

を、平成22年９月期末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び

各第２四半期会計期間末日における単体の損

益計算書に記載される経常損益を損失としな

いこと。　

②　コミットメントライン契約（平成24年１月契約、借

入実行残高　480,000千円）

(ⅰ) 平成24年１月以降の各事業年度における単体決

算（第２四半期決算を含む）において、純資産

の部の金額を平成23年９月期決算における純

資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成24年１月以降の各事業年度における単体決

算（第２四半期決算を含む）において、経常損

益を黒字に維持すること。　　

③　当座貸越契約（平成23年11月契約、借入実行残高　

－千円）　

(ⅰ) 単体の各年度の第１四半期、第２四半期、第３四

半期及び本決算期の各末日における単体の貸

借対照表の純資産の部の金額を、平成23年９月

の末日における単体の貸借対照表の純資産の

部の金額の75％以上に維持すること。　

(ⅱ) 単体の各年度の第２四半期及び本決算期の損益

計算書における経常損益について損失を計上

しないこと。
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の　

とおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の　

とおりであります。

給料手当 　　　　　76,616千円

役員報酬 60,850

地代家賃 40,877

支払報酬 26,322

賞与 19,932

法定福利費 17,834

賞与引当金繰入額 4,846
　

給料手当 　　　　　113,482千円

役員報酬 58,650

地代家賃 46,176

支払報酬 46,927

賞与引当金繰入額 35,041

人材採用費 23,877

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照　

表に掲記されている科目の金額との関係

　　 　　　　　　　　　　　（平成23年３月31日現在） 

    　                                      (千円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照　

表に掲記されている科目の金額との関係

　　 　　　　　　　　　　　（平成24年３月31日現在） 

    　                                      (千円）

現金及び預金勘定 2,174,323

現金及び現金同等物 2,174,323

　

現金及び預金勘定 2,854,078

現金及び現金同等物 2,854,078

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 153,912 125平成22年9月30日平成22年12月24日利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、株式上場に伴う記念配当30円が含まれております。　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成24年３月31日）

１．配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月22日

定時株主総会
普通株式 172,926 70平成23年９月30日平成23年12月26日利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月10日

取締役会
普通株式 37,055 5 平成24年３月31日平成24年５月30日利益剰余金

（注）１株当たり配当額5円は、東京証券取引所市場第二部上場及び当社設立10周年に関する記念配当であります。　
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（金融商品関係）

  金融商品の当四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計上額と時価との差額

に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。なお為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象か

ら除いております。　

　　

（持分法損益等）

前第２四半期累計期間（自 平成22年10月１日 至 平成23年３月31日)及び前事業年度（平成23年9月30日）

　関連会社がないため、記載を省略しております。　

当第２四半期累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成24年３月31日)及び当第２四半期会計期間（平成24年３月31

日）

　関連会社の損益及び利益剰余金その他の項目からみて、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

    Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成23年３月31日)

　    当社は、タックス・リース・アレンジメント事業に加え、その他事業（銀行代理業、保険仲立人業、Ｍ＆Ａ仲介

業）を遂行しておりますが、最高意思決定機関である取締役会において、業績の評価は、事業セグメントに区分せ

ず、単一の事業として行っております。

　　　これは、いずれの事業も販売先に重要な差異はなく、共通の販売体制によっていること、また管理体制についても

共通の部署が担当していることから、業績の評価を事業セグメントに区分する重要性が乏しく、自社の組織構造

において事業セグメントに区分していないためです。

　　　そのため、報告セグメントが単一セグメントとなりますので、報告セグメントの売上高及び利益等の各情報につき

ましては、記載を省略しております。　

　

    Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成24年３月31日)

　    当社は、タックス・リース・アレンジメント事業に加え、その他事業（銀行代理業、保険仲立人業、Ｍ＆Ａアドバ

イザリー業(注）、金融商品仲介業等）を遂行しておりますが、最高意思決定機関である取締役会において、業績

の評価は、事業セグメントに区分せず、単一の事業として行っております。

　　　これは、いずれの事業も販売先に重要な差異はなく、共通の販売体制によっていること、また管理体制についても

共通の部署が担当していることから、業績の評価を事業セグメントに区分する重要性が乏しく、自社の組織構造

において事業セグメントに区分していないためです。

　　　そのため、報告セグメントが単一セグメントとなりますので、報告セグメントの売上高及び利益等の各情報につき

ましては、記載を省略しております。

　

　　(注）　当第２四半期累計期間に、Ｍ＆Ａ仲介業から名称変更しております。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 56円36銭 51円00銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額                  （千円）416,327 377,983

普通株主に帰属しない金額          （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額    （千円） 416,327 377,983

普通株式の期中平均株式数           （株） 7,387,386 7,411,123

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 53円44銭 48円92銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額                （千円） － －

普通株式増加数                     （株）402,660 315,840

（うち新株予約権）                 （株）(402,660) (315,840)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの
の概要

‾ ‾

(注）当社は、平成23年４月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を実施し、また、平成23年11月１日付で、普通

株式１株につき３株の株式分割を実施しております。１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、これらの株式分割が、前事業年度の期首に行われたと仮定し、算定しております。

　

（会計方針の変更）　

　第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日公表分）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成22年６月30日）を適用しており

ます。この適用により、平成23年４月１日および平成23年11月１日に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと

仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　なお、これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第２四半期累計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額は、以下のとおりであります。

　１株当たり四半期純利益金額　　338円14銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　320円66銭　

２【その他】

平成24年５月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 37百万円

（ロ）１株当たりの金額 5円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成24年５月30日　　

(注）平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。　
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　

　 平成24年５月10日

株式会社　ＦＰＧ 　

　 取締役会　御中　　
　

　 新日本有限責任監査法人 　
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 古谷　伸太郎　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 長南　伸明　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＰＧの

平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第11期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年１月１日から平成24年

３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年10月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＰＧの平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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